
 

 

上北沢駅周辺地区地区街づくり計画を次のように変更する。 

名   称 上北沢駅周辺地区地区街づくり計画 

位   置 上北沢一丁目、上北沢三丁目及び上北沢四丁目各地内 

面   積 約３５．４ｈａ 

地区街づくり計画の

目標 

１．上北沢駅を中心に地区生活拠点にふさわしい賑わいの創出と、落ち着いた静かな環境の住宅地が共存した街づくりを進める。 

２．狭あい道路の拡幅などにより防災力の向上を図り、災害に強い街づくりを進める。 

３．住宅地内の通過交通を抑制し、交通安全性の向上を図り、歩行者等に優しい街づくりを進める。 

４．桜並木と一体となった肋骨通り街区などの地域資産の保全を図るとともに、落ち着いた住環境の維持と南北市街地のコミュニ

ティの向上を図り、安全・安心な街づくりを進める。 

街づくりの基本方針 １．京王線の連続立体交差事業にあわせ、駅周辺は地区生活拠点にふさわしい街の中心として、商業機能の充実を図るなどにより

まちの顔の形成を図る。 

２．歩行者が安全で快適に通行ができる街にすることを基本とする。 

３．上北沢地区の桜並木を含む住宅地を保全し、緑豊かな歩行者系ネットワ－クの充実につとめる。 

４．緑の保全、育成（生垣化等）を行い、緑が多い、落ち着いた美しい街並みを形成する。 

５．緑豊かなオ－プンスペ－スを確保し、建築物の不燃化を進める。 

土地利用の方針 
１．幹線沿道市街地ゾ－ンについては、魅力ある複合市街地として、美しい都市的な景観を創出する。 

２．駅周辺にぎわいゾ－ンについては、地区生活拠点として、親しみやすく、にぎわいのあるまちの創出を目指す。 

３．中層住宅ゾ－ンについては、集合住宅敷地内の開放的な緑地等により、都市的な街並みの形成を目指す。 

４．低中層住宅ゾ－ンについては、低層住宅と周辺の環境・街並みに配慮された中層住宅との共存を図る。 

５．低層戸建・集合住宅Ａ・Ｂゾ－ンについては、桜並木を含む地域資産を保全し、緑が多い落ち着いた住宅地として、良好な住
環境づくりに取り組む。 

６．住宅団地ゾ－ンについては、遊歩道のネットワ－クとともに、建替え等により良好な住宅団地を形成する。 

７．文化・交流ゾ－ンについては、地域資産である松沢教会一帯や上北沢区民センタ－、図書館などの地区コミュニティの場にふ
さわしい街並みの形成を目指す。 



 

道路・交通施設の 

整備の方針 

１．駅周辺については、安全・安心な交通環境を確保する。 

２．住宅地内については、通過交通に対する歩行者等の安全性の確保を図るとともに、緊急車両の通行に必要な道路を形成する。 

３．駅前空間については、駅前広場（電車とタクシ－、送迎車等の乗り換え利便性、安全性などの機能向上）、安全に歩ける歩行
者空間、地区生活拠点に相応しい施設等の誘導を図る空間と位置づける。 

また、駅周辺に利用者の利便性に配慮した自転車駐車場の設置を誘導していく。 

４．狭あい道路については、建物を新築する時などにあわせて拡幅整備を図る。また、門、塀の改修時や周辺の狭あい道路拡幅
整備の時期に合わせ拡幅整備するように努める。 

５．狭あい道路の後退用地やすみ切り用地については、道路状に整備し、通行の妨げとなるプランター、自動車、バイク、自転
車等を置かないようにする。 

建築物等の整備の方

針 

１．共通 

・防災性の向上と緑化の推進を図るため、垣又はさくの構造の制限を定める。 

２．幹線沿道市街地ゾーン・駅周辺にぎわいゾーン 

・甲州街道沿道の防災性向上のため、建築物の構造の制限に努める。 

・地区生活拠点にふさわしいにぎわいのある街並み景観の創出を図るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定め

る。 

３．中層住宅ゾ－ン・低中層住宅ゾ－ン・低層戸建・集合住宅Ｂゾ－ン・住宅団地ゾ－ン 

・良好な住環境の維持と防災力の向上のため、壁面の位置の制限を定める。 

・落ち着いた街並みを形成するため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

４．低層戸建・集合住宅Ａゾ－ン 

・大正期に開発された歴史ある住宅街区を維持保全していくため、建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

・良好な住環境の維持と防災力の向上のため、壁面の位置の制限を定める。 

・落ち着いた街並みを形成するため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

５．文化・交流ゾ－ン 

・良好な住環境の維持と防災力の向上のため、壁面の位置の制限を定める。 

・落ち着いた街並みを形成するため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 



 

  

みどりの方針 
１．桜並木は、貴重な財産として維持・保全を図る。 

２．地区内の樹木は、景観形成、環境負荷軽減の観点から、保全に努める。 

３．集合住宅等では、オ－プンスペ－スの確保、緑化（生垣化等）、建物の屋上緑化を図る。 

４．敷地内では、樹木の保全と新たな緑化の推進に努める。 

その他の方針 
１．芦花公園の広域避難場所、区立上北沢小学校の一時集合所・避難所等への経路については、災害時の円滑な避難のため、道路

沿道の万年塀、ブロック塀などの改善（高さの低減、生垣化等）に努める。 

２．建物が密集している街区において建物の不燃化や地震に強い建物の形成に努める。 

３．建物の不燃化や地震に強い建物の形成に努めるとともに、地区外ではあるが、将軍池広場及び上北沢公園へ避難誘導できる経
路を確保する。 

４．雨水流出抑制のため、雨水貯留浸透施設の整備を促進し、浸水被害の防止に努める。 

５．良好な住環境の形成を図るため、駐輪場の設置とごみ集積場の設置を定める。 



 

整備計画 

地区の区分 

幹線沿道 

市街地 

ゾーン 

駅周辺 

にぎわい 

ゾーン 

文化・交流 

ゾーン 

中層住宅 

ゾーン 

低中層住宅 

ゾーン 

低層戸建・集合住宅 

A ゾーン 

低層戸建・ 

集合住宅 

B ゾーン 

住宅団地 

ゾーン 

建
築
物
及
び
工
作
物
に
関
す
る
事
項 

建築物の構造  
の制限 

甲州街道に面する建築物は、
耐火建築物等とするよう努め
る。 

― 

建築物の敷地面
積の最低限度 

― 

１．１２０㎡ 

２．前項の規定は、地区

街づくり計画の決定告

示日（以下、「告示日」

という。）において、現

に建築物の敷地として

使用されている土地で

同項の規定に適合しな

いもの又は現に存する

所有権その他の権利に

基づいて建築物の敷地

として使用するならば

同項の規定に適合しな

いこととなる土地につ

いて、その全部を１の

敷地として使用する場

合においては、適用し

ない。ただし、同項の規

定に適合するに至った

場合を除く。 

３．第１項の規定は、公

共事業の施行等による

建築物の敷地面積の減

少により、当該事業の

施行の際現に建築物の

敷地として使用されて

― 



 

いる土地で同項の規定

に適合しなくなるもの

及び当該事業の施行の

際現に存する所有権そ

の他の権利に基づいて

建築物の敷地として使

用するならば同項の規

定に適合しないことと

なる土地について、そ

の全部を１の敷地とし

て使用する場合におい

ては、適用しない。ただ

し、事業施行等以前に

同項の規定に適合して

いない場合及び同項の

規定に適合するに至っ

た場合を除く。 

４．第１項の規定は、告

示日以後に、公共事業

に伴い、代替地として

譲渡された土地につい

て、その全部を１の敷

地として使用する場合

は、適用しない。 

５．第１項の規定は、公

衆便所、巡査派出所そ

の他これらに類する公

益上必要な建築物の敷

地となる土地について

は、適用しない。 

壁面の位置の制
限 

― 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上とする。 

ただし、上記の規定は、次のいずれかに該当するものにおいては、適用しない。 

・告示日に現に存する敷地で対面する敷地境界線相互の水平距離が５ｍ未満となる部分の当
該敷地境界線から壁面の位置の制限を受ける範囲内の新築。 

・告示日に壁面の位置の制限の数値に適合しない部分を有する建築物の敷地内において、現
に存する建築物に係る修繕又は模様替。 



 

 

・告示日に壁面の位置の制限の数値に適合しない部分を有する建築物の敷地内において、壁
面の位置の制限を受けない範囲内の増築。 

建築物等の形態 
又は色彩その他
の意匠の制限 

・建築物の屋根及び外壁は、原色を避け、落ち着いた色彩とし、周辺の環境と調和したものとする。 

・屋外に設置する広告物は、地区の良好な美観・風致を著しく侵すものは避け、腐朽、腐食、破損しやすい材料を使用したも
のは設置しない。 

垣又はさくの構
造の制限 

道路に面して垣又はさくを設ける場合は、生垣又はフェンス等とし、フェンス等の場合は緑化に努める。ただし、高さが０．
６ｍ以下の部分はこの限りでない。 

緑
化
の
整
備
事
項 

樹木の保全と 

緑化の推進 
― 

・積極的に既存樹木の保全に努める。 

・敷地面積と建蔽率に応じた緑化に努める。 

建蔽率 

敷地面積 
５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ 

１００㎡未満 中木２本 中木１本 屋外で可能な緑化 

１００㎡以上 

１５０㎡未満 
中木３本 中木２本 中木１本 

※建蔽率とは、建築基準法第５３条第１項及び第３項（第７項により第３項の規定が適用さ
れる場合を含む）に規定される建蔽率とする。 

※敷地が、２以上の建蔽率の異なる区域にわたる場合は、面積の最も大きい区域の建蔽率と
する。 

そ
の
他
の
整
備
事
項 

雨水流出抑制施
設の設置 

建築物の敷地内に浸透地下埋設管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、貯留施設など、雨水の河川等への流出を抑制するため
の施設の整備を促進し、浸水被害の防止に努める。 

駐輪場の設置 集合住宅等を建築する場合は、計画戸数以上の駐輪場を敷地内に設ける。 

ごみ集積場の設

置 

集合住宅等を建築する場合は、ごみ集積場を敷地内に設置することを清掃事務所と協議する。 


